
２ ガ ス 事 業 

 

第１ 公営ガス事業の位置付け                   

＜販売量で全体の 2.3％＞                             

全国的に見ると，ガス事業全体に占める 

公営ガス事業は，事業数は 209 事業のうち 

28 事業で 13.4％，販売量は年間販売量 

(1,000MJ／ｍ３換算）15 億 36 百万ｍ３の 

うち 36 百万ｍ ３で 2.3％，供給戸数は， 

2 9 , 4 5 8 千 戸 の う ち 8 7 5 千 戸 で 3 . 0％ と 

なっている。 

このように，事業全体に占める公営ガス 

事業の割合は低いものとなっているが， 

民間大手４社（東京ガス，大阪ガス，東邦 

ガス及び西部ガス）を除いたものに対する 

割合は，販売量で 8.6％，供給戸数は 10.8％と

なっている。 

 （平成 25 年度地方公営企業年鑑） 

 

第２ 業務状況 

（１）事業数 

平成 25 年度の事業数は 6事業（市営 3， 

町営 3）となっている。 

県内では，天然ガスの採掘地域である 

九十九里地域を中心として事業実施団体 

が分布している。 

 

（２）供給戸数及び供給量 

＜供給戸数は微増＞ 

供給戸数は 112,559 戸であり，前年度

（111,702 戸）に比べてわずかに増加した。 

供給区域内戸数 135,181 戸（前年度 133,416 戸）に対する普及率は 83.3％（同 83.7％）となって

いる。また，行政区域内戸数 136,626 戸（前年度 134,875 戸）に対する普及率は 82.4％（同 82.8％）

となっている。 

110 111 111 112

113

127

129
131 133

135129 130
133

135 137

100

110

120

130

140

150

160

21 22 23 24 25

（千戸）

（年度）

供給戸数の推移

現在供給戸数

供給区域内戸数

行政区域内戸数

4,136

4,370

4,218

4,266

4,305

4,194

4,390

4,283 4,276
4,343

4,000

4,200

4,400

4,600

21 22 23 24 25

（千ｍ３）

（年度）

生産量及び購入量、供給量の推移

供給量 生産量及び購入量

(C)/(A) (C)/(A)-(B)

(A) (B) (C) (%) (%)

事 業 数 209 4 28 13.4 13.7

販 売 量

（百万MJ）

需 要 戸 数

（千戸）

区分

公営ガス事業の占める割合（H25全国）

事業
全体

大手
４社

公営
公営の割合

8.6

29,458 21,392 875 3.0 10.8

1,536,022 1,116,842 36,015 2.3
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供給量は 4,305 千ｍ３で前年度（4,276 千ｍ３）に比べ 0.7％増加している。この供給量を賄うため

の生産量及び購入量は 4,343 千ｍ３（うち生産量 0千ｍ３，0.0％，購入量 4,343 千ｍ３，100.0％）で，

前年度に比べ 1.8％増加している。 

 

第３ 経営状況 

（１）収益的収支の状況 

＜経常収支比率は１０３．６％＞ 

  経常収益 105 億 57 百万円（対前年比 4.2％増），経常費用 101 億 89 百万円（同 5.0％増）で，経

常利益 3億 68 百万円を生じており，経常利益は前年度に比べ 14.2％の減少となっている。 

経常収益の内訳を見ると，供給戸数が 0.8％，供給量が 0.7％の増加となり，料金収入は 96 億 81

百万円で，前年度（91 億 53 百万円）に比べ 5.7％の増加となった。 

  一方，経常費用は,職員給与費が 11.6％,支払利息が 9.3％減少したが、購入ガス費が 12.6％増加

し，減価償却費が 1.6％減少した結果，全体では 5.0％の増加となった。 

  平成 25 年度は，全事業で経常利益を生じている。 

  なお，経常収支比率は 103.6％であり，前年度（104.4％）に比べ 0.8％減少した。 

 

 

21年度

額 割合 額 割合 額 割合 額 割合 額 割合

料金収入 8,068.4 90.1 8,503.9 91.0 8,740.4 91.2 9,152.8 90.4 9,680.8 91.7

受託工事収益 377.9 4.2 371.5 4.0 332.3 3.5 493.1 4.9 439.4 4.2

他会計繰入金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 508.1 5.7 469.0 5.0 504.3 5.3 479.4 4.7 437.1 4.1

計 8,954.4 100.0 9,344.4 100.0 9,577.0 100.0 10,125.3 100.0 10,557.3 100.0

職員給与費 984.5 11.6 963.0 11.6 985.1 10.8 974.0 10.1 860.5 8.5

支払利息 45.8 0.5 42.0 0.5 38.4 0.4 35.3 0.4 32.0 0.3

減価償却費 1,260.5 14.9 1,223.4 14.9 1,213.1 13.2 1,222.0 12.6 1,201.8 11.8

受託工事費 382.4 4.5 373.6 4.5 326.0 3.6 456.3 4.7 409.4 4.0

購入ガス費 4,284.7 50.7 4,795.7 50.7 5,156.6 56.3 5,453.5 56.2 6,145.6 60.3

その他 1,500.8 17.8 1,475.8 17.8 1,434.3 15.7 1,555.2 16.0 1,540.0 15.1

計 8,458.7 100.0 8,873.5 100.0 9,153.5 100.0 9,696.3 100.0 10,189.3 100.0

経常収益

経常費用

経常収益・経常費用の推移

（百万円・％）

24年度 25年度22年度 23年度
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（２）資本的収支の状況 

＜内部資金の占める割合が減少＞ 

  資本的収入は 1億 06 百万円であり，前年度（1億 73 百万円）に比べ 38.6％の減少となっている。

資本的収入のうち，51.8％（55 百万円）が企業債であり，他会計繰入金は 4.7％（5百万円）となっ

ている。 

  一方，資本的支出は 15 億 96 百万円であり，前年度（16億 96 百万円）に比べ 5.8％の減少となっ

ている。 

1,321,051 1,439,066 1,623,665 1,529,458 1,423,964

171,185 171,183 162,391 166,643 171,698

0 0 3,000 0 0
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平成21年度 平成22年度

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 元 金

（単位：千円，％）

平成23年度 平成24年度 平成25年度
項目

年度

内 部 資 金

外 部 資 金

そ の 他

 

 ※内部資金 補てん財源 

  外部資金 資本的収入 

 

第４ 今後の課題 

＜経営の総点検＞ 

  ガス事業は，近年大規模な建設改良事業が少ないため，資本的支出の財源に占める外部資金  

（企業債等）の割合が低く，後年度の資本費負担が軽いため，他の業種に比べ健全経営を維持して

きているといえる。 

  しかしながら，原料費及び購入ガス費負担が極めて大きく，その経営が原油価格等の動向に左右

されるので，経費の節減合理化，内部留保の充実等により経営基盤の強化に努めるとともに，料金

収入の確保を図るため，販売量増加のための企業努力が望まれるところである。 
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  また，近年，全国的に見るとガス事業を民間事業者に譲渡する公営ガス事業者が増加しており，

いくつかの事業者が，民営化を予定あるいは検討している状況にある。 

  公的サービスの供給方法については，地方公営企業が公共サービスを提供する企業であるととも

に，経営の効率化，活性化のためには地方公営企業における民間的手法の導入が極めて有効である

という観点から，将来的な経営見通しや地域の実情等を踏まえて，需要家等に対して，経営情報等

の公開を積極的に実施しながら，経営の改革を推進していく必要がある。 

   

 

22 23 24 25

行 政 区 域 内 戸 数 （Ａ） 128,900 130,333 132,891 134,875 136,626 1.1 2.0 1.5 1.3

供 給 区 域 内 戸 数 （Ｂ） 127,433 128,853 131,413 133,416 135,181 1.1 2.0 1.5 1.3

現 在 供 給 戸 数 （Ｃ） 110,327 110,535 110,981 111,702 112,559 0.2 0.4 0.6 0.8

(C)/(A) 85.6 84.8 83.5 82.8 82.4

(C)/(B) 86.6 85.8 84.5 83.7 83.3

供 給 量 （千㎥） 4,136.28 4,369.52 4,217.87 4,276.06 4,305.22 5.6 △ 3.5 1.4 0.7

販 売 量 （千㎥） 4,123.91 4,357.49 4,207.16 4,270.72 4,299.74 5.7 △ 3.4 1.5 0.7

生 産 量 及 び 購 入 量 （千㎥） 4,193.87 4,390.29 4,283.13 4,266.33 4,342.54 4.7 △ 2.4 △ 0.4 1.8

供 給 戸 数 （戸） 1,012 1,014 1,028 1,044 1,062 0.2 1.4 1.6 1.7

販 売 量 （千㎥） 37,834 39,977 38,955 39,913 40,564 5.7 △ 2.6 2.5 1.6

（千㎥） 3.1 3.3 3.2 3.2 3.2 6.5 △ 3.0 0.0 0.0

（円,銭） 1,896.50 2,002.77 2,155.22 2,107.00 2,227.92 5.6 7.6 △ 2.2 5.7

人 件 費 238.72 233.12 247.22 228.06 200.14 △ 2.3 6.0 △ 7.8 △ 12.2

支 払 利 息 11.10 10.16 9.64 8.28 7.44 △ 8.5 △ 5.1 △ 14.1 △ 10.1

減 価 償 却 費 305.66 296.17 304.44 286.13 279.51 △ 3.1 2.8 △ 6.0 △ 2.3

購 入 ガ ス 1,038.98 1,161.00 1,294.14 1,276.94 1,429.29 11.7 11.5 △ 1.3 11.9

そ の 他 302.03 302.32 299.78 307.59 311.54 0.1 △ 0.8 2.6 1.3

（円,銭） 1,956.49 1,951.55 2,077.52 2,143.14 2,251.48 △ 0.3 6.5 3.2 5.1

　　項目

年度　　 対前年度増減率（％）
22 23 24

業務状況等の推移（ガス事業）

供 給 原 価

供 給 単 価

普 及 率 （ ％ ）

21

施
　
　
設

業
　
　
者

職員
一人

あたり

１ 月 １ 戸 あ た り 販 売 量

25

 

 

- 31 -




